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はじめに

１９７２年国連の人類環境会議が開催された後、

環境問題及び環境問題がもたらす災害は世界各

国の注目を集めるようになってきている。中国

は自然災害が頻繁に発生する国であり、地震、

洪水、干ばつが相次いで発生し、社会や経済の

発展に甚大な被害を与えている。自然災害に対

する研究は比較的多いが、自然科学の観点から

アプローチしたものがほとんどである。消費者

感覚の観点から自然災害発生後の消費者行動の

変化、及びそれが経済発展にもたらす影響を調

査した論文は国内外の研究においてまだ少な

い。社会学と経営学の広域の観点から、自然災

害、消費者行動及びこれらが経済発展にもたら

す影響を探求することは、非常に重要な研究課

題であり、発展的に研究される必要がある。

�．先行研究のレビューと仮説

１．自然災害環境下の消費者行動分析

消費者行動の研究は、個人あるいは集団によ

る商品ないしサービスに対する認知、選択、購

入、使用を通して自身のニーズを満たすに至る

までの研究である１）。自然災害は巨大な人的被

害と物質的被害をもたらすほか、人々の消費理

念、ライフスタイル及び消費行動に大きな影響

を与える。２００３年 Sacco２）らは「９．１１同時多発

テロ」の関連研究を踏まえて、災難性事件は人々

の政策決定を理性的な方向に転向させると指摘

した。２００８年範春梅ら３）は消費者認知理論を用

いて、震災（�川大地震）の不動産市場の消費

行動にもたらす影響を分析した。さらに、何小

洲ら４）は突発事件発生時における個人の安全に

対する動機と消費者行動の関係を考察し、突発

事件発生後、安全志向によって消費行動は大き

く変動すると指摘した。樊春雷ら５）は認知と情

緒的な観点から「SARS」時期における買占め

ブームを解釈した。程立海ら６）は組立式 GISプ

ラットフォーム ArcGIS Engineと J２EEプラッ

トフォームに基づき、多種災害転換型自然災害

の被災状況測定システムを構築した。このシス

テムは災害強度、災害要素の測定のほか、災害

救助に必要な被災範囲、災害強度、被災人口、

農作物被害、インフラ破壊などの指標を包括的

に測定した。

消費者行動に対する自然災害の影響を検証す

るため、本稿は簡単なアンケート調査を実施し
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た（紙幅の関係上、ここでは全体の集計結果を

省略する）。アンケート調査から、自然災害に

対する態度について、恐怖を感じている人は

４６．０５％を占めており、自然災害を怖がるのが

一般的であることが分かる。自然災害は間接被

害者より、直接被害者に対する影響の方が遥か

に大きいことも明らかになった。図１は直接被

害者と間接被害者の消費頻度を示している。直

接被害者にとって、「消費頻度の変動なし」と

「消費頻度の減少」の割合は合わせて８９．５％で

あり、うち「消費頻度の減少」は５７．８％を占め

ている。一方、間接被害者にとって、「消費頻

度の減少」は４２．１％しか占めておらず、両者の

差が顕著である。

消費変化の面から見ると、調査相手の消費行

動に影響を与える最も重要な要素はかなり違

い、実用性と利便性に対するニーズが明らかに

高まる一方、品質、ブランド、価格に対するこ

だわりが大きく低下し、自然災害は消費者の消

費心理と行動に大きな影響を与えていることが

窺える。さらに、災害後消費者の最寄品に対す

るニーズが一番大きな割合（４６．４６％）を占め

ている。一方、買回品と専門品に対するニーズ

の減少の割合が高く、自然災害の発生に伴い、

消費者の最寄品に対する消費が増加し、買回品

と専門品に対する消費が減少することが分かる

（図２）。

先行研究に基づき、本稿は自然災害の被災強

図１ 災害後直接被害者（左）と間接被害者（右）における消費頻度比較

図２ 災害発生後消費者行動の変化分析
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度、範囲、頻度と突発性を用いて、自然災害が

もたらす影響を評価する。被災強度が大きいと

きに消費者が感じる恐怖は被災強度が小さいと

きよりはるかに強烈であり、逆「U字型」になっ

ている。被災範囲は直接影響、あるいは間接影

響を受ける消費者の地域、人数と規模を左右す

る。被災範囲が大きいほど、影響される消費者

も多くなり、メンタルの面から引き起こす消費

行動の変化は次第に個人的行為から社会的行

為、あるいはコミュニティ的行為へ転換すると

ともに、社会あるいはコミュニティの消費市場

に大きな影響を与える。被災頻度は自然災害の

発生頻度である。被災頻度が高くなるにつれ

て、消費行動は徐々に社会慣習へと変化してい

く。たとえば、洪水災害が多発する地区の消費

者は地面より高い住宅を建設したり、関連する

農業保険に加入したり、公的な消費においても

排水、ダムの改築・建設をする傾向がある。自

然災害の発生はとても複雑なメカニズムで、予

測も困難である。このような突発性は重大なマ

イナス結果に結びつく一方、消費行為へのさら

なる影響をもたらしている。以上の分析を踏ま

えて、本稿は次の仮説を提示する。

仮説Ｈ１：自然災害の発生は消費者行動に顕

著な影響を与える。

仮説Ｈ１．１：自然災害の被災強度は消費者行

動に顕著な影響を与える。

仮説Ｈ１．２：自然災害の被災範囲は消費者行

動に顕著な影響を与える。

仮説Ｈ１．３：自然災害の発生頻度は消費者行

動に顕著な影響を与える。

仮説Ｈ１．４：自然災害の突発性は消費者行動

に顕著な影響を与える。

２．自然災害が経済発展に与える影響

１９５０年代以来、自然災害の経済への影響に関

する研究がますます注目されるようになってき

ている。なお、その研究の多くは自然災害の経

済的被害そのものに対する影響と、自然災害が

経済成長に対する影響の２つの観点からアプ

ローチしたものである。Brannen（１９５４）と

Hirshleifer（１９６６）は早期研究の代表者である。

彼らはそれぞれテキサス州のWaco災難７）と１４

世紀西欧のペストが経済に対する短期的・長期

的な影響８）について分析を行った。早期の自然

災害経済学の研究の焦点は主に直接的な経済被

害に集中している。例えば Arthur Atkisson,Wil-

liam Petakと DanAlesch（１９８４）は分析を通し

て、１９７０年の自然災害がもたらした経済被害は

交通事故、犯罪と汚染などその他の被害より大

きいという結論を得た。２０世紀末までの災害経

済研究は、自然災害による被害の形成と変化に

対する研究が詳しくない一方、それに関連する

社会経済損害性分析の多くは理論研究を主とす

るとともに、経営学と社会学の観点からアプ

ローチしたものであった。

しかしながら、学術分野は災害による操業停

止がもたらした間接被害に対する測定を発足し

た。例えば、Delaware大学災害研究センター

の Tierney（２００１）とその同僚らは産出調査を

行い、操業停止による被害の主な原因と対応メ

カニズムを試みたうえ、量から見れば、操業停

止による被害は直接的な経済被害に匹敵すると

いう結論を得た。一方、Paulo Guimaraesら

（１９９２）は、自然災害は被害をもたらす一方、

復興過程における経済活動の展開に貢献でき、

さらに、ほとんどの災害において、このような

影響は２年以上継続できると指摘した。彼らは

１９８９年の暴風 Hugoによる経済収益と被害に対

する実証分析を踏まえて、暴風は被災したアメ

リカ各地区に３．６７億米ドルの純収入を貢献した

と発表した。また、多くの学者（例えば Frie-
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sema９）、Ellson１０）と Cochrane、Wilson、Rose１１）ら）

は地域経済計量モデルと投入―産出モデルを用

いて、自然災害が経済に与える影響の測定を試

みた。しかしながら、地域経済計量モデルの潜

在的な問題は、同じ変量が災害に関連しない変

数に影響される可能性があることである。投入

―産出方法が使用できる前提は、被災地がある

程度独立しており、当地の産出に基づいて投入

することが条件で、こうして自然災害の地方経

済に対する供給衝撃による産出効果が定められ

る。従って、上記２手段の最大価値は災害復興

方法の効果にあるかもしれない。

近年、自然災害による被害の社会経済要素に

関する実証研究もよく取り上げられる。例え

ば、李宏１２）は、中国の自然災害による被害の社

会や経済要素に対する時序列分析を通して、自

然災害による被害の変動と経済成長、人口、教

育及び医療など要素の発展の変化との関係を考

察したうえ、経済総量と規模などの拡大、人口

教育水準の向上、政府の災害に対する投入の増

加及び医療条件の改善は、中国の自然災害によ

る被害の減少と関連し、さらに人口の増加は災

害の予防と低減に不利であることを指摘した。

その後、李は１４カ国の１９７０年～２００８年のパネル

データに基づいて、自然災害と経済成長の関係

を分析した結果、自然災害と経済成長は顕著な

正の相関関係であることを証明した。P.A.Ra-

schky（２００８）は EM-DATの災害データを用い

て、経済成長と災害被害との関連について実証

分析を行い、さらに人口、土地面積及び制度変

量（政府安定性と投資環境などの指標を含む）

などの要素を含む社会経済要素をコントロール

変量として加わった。２００８年 Jaharudin Padliと

M.S.Habibullah１３）は P.A.Raschkyの研究理論を参

考に、EM-DATの災害データに基づき、アジア

の１５カ国における災害被害と経済発展水準との

関わりに関する実証分析を行った結果、経済成

長と自然災害による被害の関係は非線形的であ

る一方、教育、土地面積と死傷人数の関係は負

の相関にあるが、人口の多さは災害による死亡

者数の多さと相応すると指摘した。

アンケート調査を通して、災害発生後の消費

者の投資、貯金、消費理念は明らかに変化した

ことが分かった。一方、中国経済が自然災害か

ら受ける影響について、６３．１６％の調査相手は

「中国経済は小幅に衰退すると考えられる」と

答えたため、ほとんどの人は自然災害がもたら

すデメリットについて肯定的な態度を持つこと

図３ 自然災害発生後、経済変化に対する消費者の見方

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第４号（２０１２．３）

－１９８－



消費行動 

経済発展 自然災害 

被災強度 

被災範囲 

被災頻度 

突発性 

図４ 自然災害、消費行動と経済発展の関係図

が明らかになった。他方、１７．１１％の調査相手

は「中国経済が小幅に増加する」と答えた。（図

３、表１参照）

以上の分析を踏まえて、本稿は次の仮説を提

示する

仮説Ｈ２：自然災害の発生は経済発展に顕著

な影響を与える。

仮説Ｈ２．１：自然災害の被災強度は経済発展

に顕著な影響を与える。

仮説Ｈ２．２：自然災害の被災範囲は経済発展

に顕著な影響を与える。

仮説Ｈ２．３：自然災害の発生頻度は経済発展

に顕著な影響を与える。

仮説Ｈ２．４：自然災害の突発性は経済発展に

顕著な影響を与える。

３．自然災害による消費行動の変化が経済に

与える影響

自然災害発生の消費者行動に及ぶ影響は主に

次の２通りである。一つは災害発生後、消費者

がある消費行動に転向することである。もう一

つは消費者がある消費行動を回避することであ

る。自然災害発生後、安全志向が講じられ、基

本的な安全ニーズを満たすため、間接被害者は

大量な関連商品を購入するようになる。その

際、消費者は商品の利用価値を重視し、商品の

ブランド価値を軽視するか無視する１４）。自然災

害発生後、消費者は関連保険を加入するかその

他予防措置を取るようになることがある。たと

えば、�川大地震発生後、人々はマンションの

品質、建物の構造と耐震性能への関心が高まっ

た１５）。従って、品質がよく安全性の高い分譲マ

ンションは消費者の地震による不安を軽減でき

るため、売れ行きが好調になる可能性があり、

不動産市場と経済発展に影響を与えることも考

えられる。と同時に、消費者は被災地企業の関

連商品の購入を減少し回避するため、現地の経

済にさまざまな影響を与えることが予想され

る。先行研究に基づき、本稿は次の仮説を提示

する。

仮説Ｈ３：消費者行動の変化は経済発展に顕

著な影響を与える。

仮説Ｈ４：消費者行動の変化は自然災害と経

済発展の関係において、多少の媒

介作用を果たしている。

自然災害は社会経済発展を制約する重要な要

素であることは言うまでもない。さらに、世界

範囲においても、中国だけにおいても、自然災

害による経済被害の規模は日増しに拡大してい

る１６）。本稿は実証研究の観点から自然災害、消

費者行動と経済発展の関わりを分析した。研究

仮説と枠組みは図４の通りである。

�．研究方法

１．測定の設計

本稿が用いる全ての変量の測定指標は先行研

究１７）１８）１９）を参考にしたうえ、前期の実験的アン

ケート調査に基づいて修正した。先行研究のレ

ビューとアンケート調査を踏まえて、中国の実

情に沿って関連指標と項目を確定した。うち被

災強度の測定に用いる項目は３つ、被災範囲、

被災頻度、災害発生予測可能性の測定項目はそ

れぞれ２つである。さらに、本稿は消費行動と
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経済発展との２つの構成概念を盛り込み、うち

消費行動の測定項目は７つ、経済発展の測定項

目は４つである。ほとんどの場合、５択アンケー

トの信憑性は一番高く、なぜなら、選択肢が５

つ以上の場合、一般人は十分な判別能力を持ち

合わせていないため、信憑度が落ちると考えら

れる。一方、選択肢が５つ以下の場合、温和的

な意見と強烈的な意見の提出が制限されるよう

になる。５択のアンケートは温和な意見と強烈

な意見の違いをはっきり表すことができるた

め２０）、本稿は５段階のリッカート尺度を用いる

アンケートを採用した。

２．サンプルデータの収集

アンケートは次の２通りにて配布した。一つ

は調査相手を訪問し直接アンケート調査を配布

して、調査相手はその場で回答してくれる伝統

的なやり方である。この方法で計２００部配布し、

無効回答の１４部を除けば、計１８６部回収した。

もう一つは Eメールとチャットソフトを用い

る方法であり、計８３部回収した。回収したアン

ケート調査は合計２６９部、Boomsma２６）が提案し

た構造方程式を用いる統計時のサンプルは１００

個以上という条件を満たしている。

�．データ分析と構造方程式モデリング

１．信頼性と妥当性の検証

構造方程式モデリングによる分析を行う前

に、測定モデルの内部一貫性、収束及び弁別な

妥当性を検証すべきである２７）。まず spss１７ソフ

トを用いて採用する尺度に対する探索的因子分

析を行った。結果として、KMO値は０．８４２で、

Bartlett検定 χ２乗検定の有意水準は０．０００であ

る。各項目の共通性は０．６以上、一定的な相関

性、つまり信頼度が証明された。分析から６つ

の因子が分離され、７９．２３１％の母分散が解釈で

きた。自然災害から４つの因子が分離され、予

定モデルと相応する。各変数の KMO値と pear-

son相関係数は表２の通りである。

表１から H１、H１．１、H１．２、H１．３、H１．４、

H２、H２．１、H２．２、H２．３、H２．４、H３は

ほぼ成立され、有意な相関があることが分か

る。尺度の妥当性を検証するため、本稿は

表１ 自然災害、消費行動と経済発展尺度

構成
概念

項 目

自

然

災
２１）害

被災強度
経験した自然災害の経済被害が大きい；経験した自然災害はあなた自身に大きな被害を
もたらした；経験した自然災害の継続時間が長い

被災範囲 経験した自然災害の被災地域が広い；経験した自然災害の被災地域が多い

被災頻度 年に経験した自然災害は３回以上；経験した自然災害は他の地域より多い

突 発 性 経験した自然災害はいつも突発的；経験した自然災害は政府部門まで予測できなかった

消
費
行
動

自然災害発生後、あなたの消費頻度が大きく変わる；自然災害発生後、あなたの消費金額が大きく
変わる；自然災害発生後、商品選択時のもっとも重要な決定要素が変わる；自然災害発生後、あな
たの消費構造が大きく変わる；自然災害発生後、あなたの貯金理念が大きく変わる；自然災害発生
後、あなたの投資理念が大きく変わる；自然災害発生後、あなたの分不相応消費理念が大きく変わ
る２２）２３）

経
済
発
展

所在地域の経済発展が速い；所在地域の経済潜在力が大きい；所在地域の経済発展の浮き沈みが小
さい；所在地域の経済発展は被災していないほかの地域とのギャップが大きい；所在地域の経済潜
在力が小さい２４）２５）
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被災強度 

被災範囲 

被災頻度 

突発性 

自然災害 

消費行動 

経済発展 

γ=0.69 
（t=9.54） 

γ=0.62 
（t=8.46） 

γ=0.53 
（t=7.88） 

γ=0.57 
（t=8.44） γ=0.47 

（t=3.41） 

γ=0.73 
（t=8.56） 

γ=0.38 
（t=2.36） 

AMOS７．０分析ソフトを用いて、自然災害、消

費者行動と経済発展に対し、１次確証的因子分

析を行い、各因子間の収束及び弁別な妥当性を

再度検証した結果、Chi－Square＝３０２．９４１、df

＝１８１、P－value＝０．０００、GFI＝０．８２４、CFI＝

０．９２４、RMSEA＝０．０７８を得た。各指標の指定

変数に対する負荷量有意水準は０．０００で、各指

標は比較的な安定性と適合度、各次元における

各指標の収束及び弁別な妥当性を証明した。

２．構造方程式モデル分析

測定モデルの確実性に対する信頼より、本稿

は構造方程式モデリングし、バラデータを予測

した。媒介変数の完全媒介、ないし部分媒介の

判明について、Baronら２８）が提案したように、

消費行動は自然災害と経済発展の関係におい

て、完全媒介作用を果たすには以下の４つの条

件を満たさなければならない。�自然災害と消

費行動は有意な相関がある。�自然災害と経済

発展は有意な相関がある。�消費行動と経済発

展は有意な相関がある。�消費行動を自然災害

と経済発展の関係分析に取り入れる場合、自然

災害と経済発展の相関性が消える。一方、消費

行動を自然災害と経済発展の関係分析に取り入

れる場合、自然災害と経済発展は依然として有

意な相関があるが、相関性が明らかに弱くな

る。従って、消費行動の変化は自然災害と経済

発展の関係において、部分媒介（partial media-

tion）を果たしていると言える。上述した仮説

は測定した実際データに当てはまるかを検証す

るため、AMOS７．０分析を通して、理論モデル

と実際データ間の適合度に係るいくつかの指標

を得た。一部の検証結果は表３の通りである。

M１は媒介効果を含む全モデル検証である。

図５から分かるように、各経路の t＞２、一般

論では t＞２の場合は有意２９）とし、即ち同経路

係数が存在していると見なす。表２から得た

NNFI、IFI、GFI、AGFIはすべて＞０．９であり、

RMSEA＝０．０４３、０．０８の適合条件を満たしてお

表２ 各変数の KMO値と pearson相関係数

変数 Mean S.D １ ２ ３ ４ ５ ６

被災強度 ３．４３２ ０．６６１ （０．８２１）

被災範囲 ２．７５７ ０．９６５ ０．３２１＊＊ （０．８１１）

被災頻度 ３．４４２ ０．７８９ ０．４４５＊＊ ０．３８７＊＊ （０．７５３）

突 発 性 ３．０８２ ０．７３６ ０．２８６＊＊ ０．３４８＊＊ ０．３０２＊＊ （０．６５８）

消費行動 ３．５３１ ０．６８５ ０．２８０＊＊ ０．３４９＊＊ ０．４８６＊＊ ０．３９８＊＊ （０．８５４）

経済発展 ３．９６２ ０．６５８ ０．２４９＊＊ ０．３５４＊＊ ０．３８４＊＊ ０．２８６＊＊ ０．５１８＊＊ （０．８４６）

注：対角線上は各尺度の信頼度係数、＊＊有意水準＜０．０１

表３ 構造方程式モデルM１の適合度

指標 χ
２／df AGFI GFI RMSEA NNFI IFI

M１ １．８２ ０．９２１ ０．９１７ ０．０４３ ０．９６４ ０．９７３

注：０．９＜NNFI/IFI/GFI/AGFI＜１、RMSEA＜０．０８。
M１：全モデル検証

図５ 構造方程式モデルM１と経路係数図
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自然災害 経済発展 
γ=0.64　t=5.46

図６ 消費行動を考慮しない簡略化した構造方程
式モデルM２と係数

り、M１の適合度は非常によい。M１に対する

分析を通し、５％の信頼度において、３変数間

の経路係数はすべて有意的であるほか、すべて

＞２ことが分かる。よって、H１、H２、H３

は実際データに裏付けられると仮定する。

各指標次元間の相関性をよりよく明確にし、

自然災害のどの因子が消費行動に顕著な影響を

与え、どの因子が経済発展に顕著な影響を与え

るかを考察するため、２変量解析を用いて経路

を分析した。２変量間に有意な相関があるかど

うかを検証するに当たって、Badri Mら３０）の研

究に基づき、２変量間のすべての経路に１つの

経路が有意的なら、当該２変量は有意な相関に

ある理論を用いた。判断基準は経路係数 γが有

意的に０でないこと（判断基準は t値による。

t＞２なら有意３１）、即ち当該経路関係が存在し、

仮設が成立する）。検証結果は表４の通りであ

る。

表４から分かるように、仮設 H１、H１．１、

H１．２、H１．３、H１．４、H２、H２．１、H２．２、

H２．３、H２．４、H３において、T＞２、これら

の仮説はさらに裏付けられた。

その後、消費行動変数を除き、自然災害と経

済発展間の関係のみを考慮し、簡略化したモデ

ルM２を得た。モデル検証結果から見ると、

モデルとデータの適合度が良くない（IFI、GFI、

AGFIはすべて＜０．９、RMSEA＝０．１７８＞０．０８）

（表５）。

M１、M２間の χ２乗差から、完全モデルと

媒介効果モデルがかなり違うことが分かる。さ

らに、モデルM１に比べると、M２の適合度

が低いため、本稿はM２を認めない。消費行

動の変動は自然災害と経済発展の媒介変数であ

ることが証明された。モデルM１とM２は

Baron３２）が提示した３つの条件を満たし、消費

表４ ２変数経路分析結果

関 係 経路係数 T値 適合度指標

仮説Ｈ１：自然災害�消費行動
被災強度�消費行動
被災範囲�消費行動
被災頻度�消費行動
突発性�消費行動

０．２３
０．３６
０．３１
０．２５

２．６４
４．２４
３．５６
２．９６

CFI＝０．９７；GFI＝０．９１
AGFI＝０．９６；RMSEA＝０．０５２

仮説Ｈ２：自然災害�経済 展
被災強度�経済発展
被災範囲�経済発展
被災頻度�経済発展
突発性�経済発展

０．２７
０．４７
０．３４
０．２１

３．５６
３．８４
２．９１
６．８１

CFI＝０．９７；GFI＝０．９２
AGFI＝０．８９；RMSEA＝０．０６４

仮説Ｈ３：
消費行動�経済発展 ０．２０ ２．５８

CFI＝０．９５；GFI＝０．９０
AGFI＝０．８６；RMSEA＝０．０７２

注：有意水準 a＝０．０５、有意でない経路を省略した。

表５ 構造方程式モデルM２の適合度指標

指標 χ
２／df AGFI GFI RMSEA NNFI IFI

M２ １．５８ ０．８１９ ０．８５２ ０．１７８ ０．９０９ ０．８７３

注：０．９＜NNFI/IFI/GFI/AGFI＜１、RMSEA＜
０．０８。モデルM２の媒介効果検証なし。
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行動を自然災害と経済発展に取り入れ、媒介効

果を分析しても、自然災害と経済発展は有意な

相関であることが変わらないが（γ＝０．４７、t＝

３．４１）、相関の有意性が弱まった。γ値はM２

の０．６４からM１の０．４７へ、０．１７減少した。t

も２．０５（５．４６－３．４１）変動した。従って、本稿

は消費行動の変動は自然災害と経済発展の関係

に部分な媒介効果を果たしていると考える。

よって、H４も裏付けられた。

�．結論と課題

本稿の目的は、消費行動変化の背景下に自然

災害と経済発展の関係を探ることである。分析

を通して、自然災害による被害は被災強度、被

災範囲、被災頻度と突発性という４変量からな

る多次元構成概念であることが明らかになっ

た。完全モデルM１に対する検証と２変量解

析を通して、自然災害と消費行動とも経済発展

に対して顕著な影響を与えることが分かった。

自然災害の発生は強度、範囲、頻度と突発性に

おいて、消費者の理念に影響を与えるほか、現

地経済並びに全体の経済に巨大な影響を及ぼす

ことが考えられる。媒介効果に関する検証にお

いて、消費行動を自然災害と経済発展の媒介量

として用いると、消費行動の媒介効果より、自

然災害の経済発展に与える影響が弱まり、有意

水準も大幅に低下する。消費者行動は自然災害

と経済発展の関係において部分的な媒介効果を

果たすことを表している。よって、本稿のすべ

ての仮説が裏付けられた。

従って、自然災害発生後、いかに消費者の消

費理念の変動に直面し、消費者の不安を低減し

て、正確な消費理念を成立させることが非常に

重要ある。自然災害から引き起こす消費恐慌は

災害発生後の経済に巨大で、かつ長期的な影響

を与える。当然、本稿はいくつかの不十分な点

がある。まず、本稿が用いた変量は先行研究の

成果に基づいたものである。モデルに対する検

証を通して、尺度の信頼性と妥当性を証明した

が、自然災害は非常に複雑な研究対象であるた

め、研究結果を影響するその他の次元が存在す

ることも考えられる。さらに、本稿のデータは

横断面データを使用したため、等分散を極力的

に回避しようとしたが、調査対象のほとんどは

同じ地域の住民なため、本稿のすべての仮説が

証明されたとしても、結論の実用性が限られ

る。時間と資金の関係で、時間の推移に伴う自

然災害がもたらす消費行動変化の作用経路とメ

カニズムを考察することができず、将来の研究

はさらに発展し、時系列における各次元が果た

す役割を検証することが考えられる。
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